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ット通信販売（ネット通販）などによる商品購買の迅速な普及にともない、中国内外での小口急送貨物の取扱量が激増していることが挙げられる。中国では近年、国内個人消費 「ネットシフト」が急速に進み、 なかでも電子商取引 （ＥＣ）の急成長により、このＥＣ関連商品の配送需要が国際部門（越境ＥＣ）のみならず 国内エクス
プレス事業でも急増傾向にある。しかも、ＥＣ物流は少量多頻度で、かつスピード輸送が何よりも求められている。　
このため、ネット通販の取引が















中国の「快逓」業務量は、年間数値が公に明らかと った一九九〇年当初の三四三万件から、一〇年後の二〇〇〇年 一億一〇〇〇万件を経て、二〇一〇年時点では二三億四〇〇〇万件へと顕著な増加を示している。この間、二〇〇六年段階の二億七 万件から翌二〇〇七年には一挙に四・四倍の一二億件へと著 く増大している。これを勘案すれば、その辺がおおむね急成長の分岐点であったと判断されよう。さらに単月ごと 月間業務量に関しては、二〇一〇年八月に二億件を突破したあと、翌二〇一一年一二月に倍増 四億件、二〇一二年一一月に六億件、二〇一三年九月に八億件へと短期間に急拡大し、同年 月には早くも一〇億件の水準に初めて到達している（参考文献①） 。　
つぎに主要都市別にみた小口貨
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国内エクスプレスのなかで同一都市内が五四億件（全業務量の二六％） 、四〇〇 八〇〇〇万元（業務総収入の一 ％）であり、また都市間が一四八億四 〇〇万件（同七二％） 、一五一二億九〇〇〇万元（同五五 であった。それに対して、香港・マカオ・台湾を含む越境の国際エクスプレスは、それぞれ四億三〇〇〇万件（同二％） 、三六九 六〇〇〇万元（同一三％）を数えた。このうち業務収入にあっては、その他の比率が一七％と比較的大きな割合を占めていること 注意を払う必要がある。　
そうした関係を二〇〇七年と照








が開始され、文字どおり三つ巴の激しい競争がこれまで繰り広げられてきた （参考文献③） 。すなわち、•  国有企業（中国郵政〈ＥＭＳ〉 、中鉄快運、民航快逓）
•  民営企業（順豊速運、宅急送、申通快逓）











2007 12.0（100.0） 3.3（27.5） 7.7（64.2） 1.0（8.3） 342.6
2010 23.4（100.0） 5.4（23.1） 16.7（71.4） 1.3（5.6） 574.6
2013 91.9（100.0） 22.9（24.9） 66.4（72.3） 2.6（2.8） 1,441.7
2014 139.6（100.0） 35.5（25.4） 100.9（72.3） 3.2（2.3） 2,045.4
2015 206.7（100.0） 54.0（26.1） 148.4（71.8） 4.3（2.1） 2,769.6
2015/2007
倍率 17.2 16.3 19.3 4.3 8.1
（出所）『中国統計年鑑』2014 年版、575 ページおよび中国国家郵政局「2014 年・
2015 年郵政行業運行情況」に基づき筆者作成。
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企業に対して中国国内のエクスプレス業務には、とくに厳しい制限を設け臨んできた。このため、アメリカ系インテグレーター二社は、中国側との合弁企業の事業買収よる国内ネットワークの取得にともない、その時点でようやく国内エクスプレス・サービスを実質的に開始する うになった。たとえば、ＵＰＳ社は中 側パ ナの中国対外貿易運輸総公司（略称は中外運。シノトランス）から合
弁会社の株式を買い受けることで自営のネットワーク展開が可能となり、二〇〇六年一二月に中国国内でのエクスプレス・サービスを始動した。またＦｅｄＥｘ社の方は同様な方法で 七 六月から中国国 における翌日配送エクスプレス・サービスを タートさせたのであった。　
他方、それらに先行するドイツ
ポストＤＨＬ社においては、中国側との合弁企業ＤＨＬシノトランス社を設立して以来一九九六年までの一〇年間に、中国市場向けのエクスプレス・サービスを次々と投入するなど、サービス面での差別化を図りつつ幅広い 網を構築してきた。二 〇四年頃には、つまり前記のアメリカ系インテグレーター二社が中国の国内ネットワーク 拡張 ようと奔走していた際、ＤＨＬシノトラン 社はすでに国内エ スプレス業務を営むライセンスを取得し、小包を主とする同営業が可能な状態にあった。　
そのうえで二〇〇九年に入ると、
ＤＨＬシノトランス社は上海全宜快逓有限公司、北京中外運速逓有限公司、香港金果快逓有限公司など三社の株式一〇〇％を買い上げ、
企業再編後は「中外運全一」という新しい名称の会社のもとで国内エクスプレス業務を改めて再起動したのである。しかし、同社が中国国内のエクスプレス事業に積極的に乗り出したときには、同市場を取り巻く情勢が一変 ていた。同市場は現地地場企業（とくに民営宅配企業）の台頭を受けて、受注獲得をめぐり低価格競争という価格合戦のさなかに突入 ていのである。こうして同社は遂に二〇一一年七月、前述した国内エクスプレス企業三社 全株式を深圳市友和道通実業有限公司に譲渡し、七年続いた中国での国内エクスプレス業務を断念してそこから撤退したのであった （参考文献③） 。　
だが、アメリカ系インテグレー












（出所）『中国現代物流発展報告 2009 年』338 ページ。
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それから中国政府は二〇一四年
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